
○ 簡易水道事業は、給水人口が小規模で、経営基盤が脆弱な事業が多いが、今後も人口減少による料金収入の低下や施設等の更新投資の増大

が見込まれる中、経営基盤を強化し、持続的な運営を確保するため、平成19年度から平成28年度まで（一定の条件を満たす団体は令和元年度ま

で）、事業統合が推進されてきた。

○ 簡易水道事業の統合により考えられる効果として、ソフト面では、公営企業会計適用による経営状況の明確化や、水道施設の管理体制の効率
化・強化等、ハード面では、施設等の統廃合が挙げられるが、これらの効果が実際に発揮されているかについては、事業によって差が生じている。

簡易水道事業統合の沿革

○ 旧簡易水道事業を統合した上水道事業の現状は、複数の簡易水道事業のみが統合した場合をはじめ、経営の実態が統合前から大きく変わらな
い事業や、地理的な条件等によって資本費や給水原価が高水準となっている事業があり、統合後においても、未だ経営が厳しく、経営基盤の強化
に至っていない事業も多い。

○ 一方で、簡易水道を統合した上水道事業の管路の更新は進んでいない状況にあり、持続的な経営に不可欠な更新投資の必要性は増加すること
が見込まれる。また、統合に伴い、それまで対象であった簡易水道事業の財政措置から外れたことが、経営を圧迫する要因となっている。

○ これらのことを踏まえ、適切な更新投資を行うことが経営上困難とみられる簡易水道を統合した上水道事業について、旧簡易水道施設の必要な
更新投資を可能とし、持続的な経営を確保するため、新たな財政措置を講じる必要がある。

旧簡易水道事業に対する取組方策の検討

「旧簡易水道事業等の経営に関する研究会」報告書 概要（案）（令和２年11月）

○ 簡易水道事業を統合した上水道事業は、その他の上水道事業と比較すると、資本費など経営状況を表す指標等は厳しい状況にあり、有収水量

あたりの管路延長が長く、更新も進んでいない傾向にある。

○ 統合上水道事業の経営状況について、資本費や給水原価の水準が高くなるほど、料金回収率は低くなる傾向にある。また、複数の簡易水道事

業のみが統合した場合をはじめ、統合後の上水道事業に占める旧簡易水道区域の給水人口割合が高いほど、経営指標は厳しい傾向にある。

簡易水道事業を統合した上水道事業の現状
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